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株主各位 

住友商事株式会社 

第 158 期定時株主総会（2026 年 6 月 19 日開催） 

株主の皆様からお寄せいただいたご質問・ご意見に対する当社回答（要旨） 

 

平素より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 

当社第 158 期定時株主総会の開催にあたり、株主の皆様より事前にいただきましたご質問・ご意見につきまして、以下１のとおりご回答

申し上げます。他の株主様と重複又は類似する内容のご質問・ご意見に関しましては、まとめてご回答しております。また、当社第 158 期

定時株主総会当日のご出席された株主様からのご質問・ご意見への回答につきましても、以下 2 に記載しております。なお、以下１，２に

記載しておりますご回答の詳細については、当社ホームページに掲載の「住友商事株式会社 第 158 期 定時株主総会」もご参照ください。 

 

１. 株主総会前に専用サイトでお寄せいただいたご質問・ご意見 

株主の皆様のご質問・ご意見 当社回答（要旨） 

同業他社と比べて株価の動きが鈍いことへの対策に

ついて、及び直近の株価下落の要因と対策につい

て。 

当社の株価は直近上昇傾向にあり、PBR も１倍を大きく超えているが、同業他社

との比較においてなお改善余地があると認識している。 

中期経営計画 2026 では、強みのある事業を軸に収益基盤を拡大し、資産入替を

含む事業再構築によってポートフォリオ変革を進め、ROE12％以上の安定的な達

成と持続的な利益成長を実現し、中長期的な企業価値・株主価値の向上を目指

す。 

株価上昇に伴い配当利回りが下がるなかでの増配の

考えについて。 

市場環境や金利動向、業績見通し等により大きく変動する株価の動きに伴い変動

する配当利回りを基準に株主還元を決定することは考えていない。2024 年度以降

の株主還元方針として「総還元性向 40％以上」及び「累進配当」を掲げており、

https://www.irwebcasting.com/20260619/2/70259b75ea/mov/main/index.html


今後も、継続的に利益成長を実現することで配当を含む株主還元の充実を図り、

株主価値向上を目指す。 

行政出身者や業績不振企業の社外取締役経験者の社

外取締役候補者としての適格性について。 

候補者の出身分野や過去の業績不振企業等での経歴のみではなく、専門性、経営

への貢献可能性、独立した立場からの監督機能の発揮の適性等を総合的に勘案し

て適格性を判断している。 

女性取締役比率２０％の開示について、全員社外取

締役である点が形式的対応ではないか、女性社外取

締役の専門性と経営への貢献について。 

経験・スキル・専門性、性別等の多様性を持つ取締役会構成となるよう専門性・

見識を踏まえて総合的に取締役候補者を決定した結果、女性取締役比率が２０％

となっている。社外取締役は、性別にかかわらず、客観的・独立した立場から重

要経営課題に対する意見・提言を行い、取締役会における審議の一層の充実、取

締役会の意思決定や監督機能の強化に貢献している 

なお、当社は、女性取締役比率を 2030 年に 30％以上とすることを目標として掲

げている。 

また、社内からの女性役員候補の輩出に向けた取組みとして、2030 年に女性部長

級比率 10％以上とすることを目標として掲げ、加えて、新⼈事制度を軸に⼈材育

成、配置・登用、採用⾯の強化や、後継者育成のｽｷｰﾑを活用した経営⼈材の育成

を進めており、外部からの登用も積極的に進めている。 

指名・報酬諮問委員会の独立性について。 指名・報酬諮問委員会は、5 名のうち過半数の 3 名が社外取締役で構成され、委

員長を社外取締役が務めている。会社を熟知する会長と社長が社内委員として議

論に関与することで、社外委員との情報の非対称性を解消し、外部指標と社内実

態を融合した実効性の高い議論ができている。社内委員自身に関する議題につい

ては当事者が議論に参加しない運用としている。監査等委員も指名・報酬諮問委

員会にオブザーバーとして参加し、指名・報酬に関する審議プロセスを監査の視

点からも確認することで、指名・報酬決定プロセスの透明性の向上を図ってい



る。 

株式分割の実施時期について。 1 株を 4 株に分割する株式分割の効力発生日は 2026 年 7 月 1 日としている。 

JCOM に関し、工事費等の既存長期契約者への優遇

策がなく、また工事対応にも時間を要しており、改

善を求める。 

J:COM のサービスをご利用いただき感謝申し上げるともに、指摘のあった点につ

いては貴重な意見として承り、今後の J:COM のサービス向上に活用していく。 

スーパーマーケット等小売事業の IPO 等によるスピ

ンオフについて。 

現時点で IPO 等によるスピンオフは想定していない。スーパーマーケットやド

ラッグストア・調剤薬局等の小売事業は、首都圏における店舗網と顧客基盤を活

かし、出店・改装や商品力強化、デジタル・AI 活用による効率化を通じて、質・

量の両⾯で成長を図ってきた。加えて、今後は当社デジタル・AI 戦略である

DAIS の下、リテイルデータを活用した新規事業開発や、地域の垣根を越えた他

社とのデータ連携、M&A を含むアライアンスにより事業領域を広げ、当社グル

ープ一体で競争力の強化を進めていく方針。 

公共性の高い事業を行い日本の生活向上に貢献して

ほしい。 

当社は、「Enriching lives and the world」をコーポレートメッセージとして掲げ、

住友の事業精神に根差した「自利利他公私一如（住友の事業は、住友自身を利す

るとともに、国家を利し、社会を利するほどの事業でなければならない）」の価値

観のもと、社会とともに持続的に成長することを事業活動の基本としている。ま

た、当社は、当社グループが取り組むべき重要な社会課題とその解決に向けた一

歩進んだ中長期のコミットメントを「マテリアリティ」として特定し、社会課題

の解決を通じた持続的な成長の実現を目指している。日本に限らずグローバル

に、都市開発、インフラ、物流、デジタル、リテイル、ヘルスケアといった様々

な公共性の高い分野において、日々の生活や産業活動を支える役割を果たしてい

る。 

今後も、次の 100 年を見据え、社会との共存共栄を図りながら、事業活動を通じ



て広く社会に価値を提供し続けることで、「Enriching lives and the world」を体現

していく。 

 

 

 

２. 株主総会の議場でお寄せいただいたご質問・ご意見 

株主の皆様のご質問・ご意見 当社回答（要旨） 

株主総会を午後開始にしてはどうか。 貴重なご意見として承る。 

AI の発展に伴う SCSK 事業への影響や AI に関する

取組みについて。 

AI 活用により顧客がシステム開発を内製化できるようになるという影響が考えら

れる一方で、セキュリティー、データガバナンス、既存システムとの統合等の課

題も生じると考えている。これらの課題解決に、SCSK が有する顧客業務に対す

る深い理解という強みを生かしたビジネスの機会があると考えている。 

円安環境を踏まえた資産ポートフォリオの現在の認

識及び今後の対応方針について。 

住友商事の総資産又は収益の半分ほどは円建てのビジネスに関するもの、残りの

半分ほどは米ドル等の外貨建てのビジネスに関するものである。外貨建ての取引

や投資では、為替リスクを回避すべく厳格なリスク管理を行っている。今後も為

替リスクを勘案したポートフォリオ管理を進めていく。 

外国籍の取締役・執行役員がいないことについて。 適切な外国籍の候補者が見つかれば候補者としていきたいと考えている。執行役

員は、ほとんどが従業員からの登用であるが、外国籍の従業員も増えつつあり、

今後外国籍の執行役員も出てくると考えている。 

今後の投資規律や資本配分方針について。 当社として強みのある分野への重点的な投資により収益を伸ばしていく方針。事

業からの撤退に際してはその事業が有する社会的な意義も考慮する。 

資本効率や投資規律をより重視する経営を進めるう

えで、住友商事らしい自由闊達で挑戦を尊ぶ企業文

当社として強みのある分野に加えて将来の収益の柱を築くために新たなビジネス

分野への投資にも取り組む。投資規律を徹底することで様々なリスクを管理しつ



化や⼈材の活力をどのように維持、発展させていく

のかについて。 

つも、新たな事業への挑戦を引き続き行う。 

従業員数が昨年比で減少しているが、従業員の労働

環境について問題はないのか。 

当社における各年代の中途退職者比率は日本の労働市場における比率に比べてか

なり低い水準で推移している。在宅勤務とオフィス勤務のハイブリット型勤務や

AIの活用等を通じた働き方改革も進めている。 

経営理念をグループ役職員へ浸透させる取組みにつ

いて。 

住友の事業精神及び経営理念を基にグループマネジメントポリシーを制定してい

る。各グループ会社との対話を通して、グループ会社がこのポリシーに沿い自律

的に経営していることをモニタリングしている。 

株主からの質問は 1 ⼈ 1 問を厳守するべき、事前質

問への回答はオンラインで行い、会場に来場した株

主からの質問を優先するべきではないか。 

貴重なご意見として承る。 

ベトナムのバンフォン第 2 ガス火力発電所に関与し

ている旨の報道がなされているが、事実か。 

参画について決定した事実はない。 

AI 分野への投資資金のシフトを踏まえたデジタル事

業戦略及び対応について。 

AIを利用して付加価値を生むことに加え、データセンターや海底ケーブルといっ

たデジタルインフラ分野にも資金投入していく方針。 

株主以外を対象にした会社説明会を今後も実施する

方針があるか。 

対象を株主に限らない個⼈向けの説明会を昨年度６回実施しており、今後も実施

する方針。 

株主ではない取締役候補者の取締役としての適格性

について。 

広範な知識と経験を有し、多様な視点から高い客観性・独立性をもって経営の監

督機能を果たすことができるかどうかという基準で取締役候補者の⼈選を行って

いる。株式保有の有無は基準としていない。 

 

以上 

 


